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(財)電力中央研究所

にふ、ける OR活動

森清尭

1. はじめに

(財)電力中央研究所は，電気事業の運蛍に必要な電力

技術および経済に関する研究・調査・試験を行なうため

昭和26年11 月に設立された電気事業の総合研究機関であ

り，民間のシンクタンクとしてもユニークな存在である.

当所は，わが国OR導入初期の頃から現在までORの

積極的活用を図るとともにその研究もおし進めてきた.

本稿では，当所のOR活動の経緯，最近の活動状況お

よび今後の活動の方向についての概要を紹介する.

2. OR 活動の経緯

電気事業は，わが国における OR導入まもない昭和30

年代前半頃から経営管理の近代化に関心をもち，積極的

にORの導入・活用・研究を進めてきた業界といえる.

電気事業のOR導入の当初において，当所は経営の科学

としてのORの有用性などについて早くから紹介するな

ど先導的な役割を果した.また，昭和40年代の電気事業

のOR定着化の過程においても， OR学会の最も活動的

な研究部会の l つであった EPOR (Electric Power 

OR) の中核運営母体となり電力各社のOR ワーカーと

の交流や研究の拡大を図った.昭和50年代に入つては，

当所内にプログラム構造化研究会，コンピュータ地震対

策調査研究会，電気事業OA研究会を設置するなど電力

各社との共同研究を進めるなど幅広いOR活動を具体的

に実践してきた.

以上の電気事業とのかかわりの中での活動とともに独

自のOR活動としても，最適化手法を応用した電源、設備

計画，シミュレーションによる電力系統計画や運用計

画，ダイナモを応用した資金収支計画の策定といった経

営戦略モデルの作成，電力需要予測モデルや供給信頼度

計算，電力料金設定モデルなど多方面のモデル開発を行
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なってきた.さらには双線型計画法など理論的なOR研

究も行なうとともに，現在わが閣の一線で活躍中のOR

ワーカーや研究者も数多く送り出している.

こうした背景のもとに当所は昭和56年度第 6 回OR学

会実施賞の栄に浴した.

3. OR活動の現状

3.1 活動組織と内容
電気事業がかかえる課題のもつ幅広い特性から， OR

を扱う分野は多岐にわたっている.当研究所は，研究機

関として 6 研究所 1 試験センターからなるが， OR ワー

カー(研究者)は，経済・情報分野の研究機関である経

済研究所に集中しており，なかでも OR学会員は情報シ

ステム部にほとんどが所属している.一方で経済研以外

にも，電力系統技術分野を担当する電力研究所，火力・

原子力，環境技術分野を担当するエネルギー研究所，土

木技術を担当する土木研究所などにおいても， OR手法

をその研究に適用している関連部門も多い.経済研に所

属している専門のOR ワーカーは，これら部門との所内

研究会や共同研究さらには相談などを必要に応じ行なっ

ているのが現状である.

ORの応用や研究の課題については，大別すると必要

性ある課題を当所独自に設定し行なうものと，電力会社

・国など関係機関からの委託や共同で行なうものとがあ

る.ハード技術分野の研究と異なり OR関連分野では前

者の形の課題が中心である.一方，電力会社の現場にお

ける生々しい問題が直接もち込まれることはそれほど多

くはない.こうした課題は生きたOR として積極的にと

りくんでいるが，期待するほどには多くはなく，むしろ

われわれが出向き問題を発掘する必要もあるのが実情で

ある.

ORの実施成果は研究報告書，さらには成果として広

く周知すべきものについては広報部の担当する電研二ユ

一人経済研の刊行物としての f情報処理研究J や「電

力経済研究j にまとめられ電力会社のみならず関係諸機

関に対して配布されている.このような刊行物とは別に

研究成果や中間報告について年数回にわたる研究報告会

を開催しており，これが電力会社を中心とする情報受換

や成果の現場へのフィードパックの場ともなっている.

対外的活動については， OR学会は言うにおよばず数

理計画シンポジウム， S SORなど外部のOR活動に対

しでも積極的に参加しており，電気事業以外のOR ワー

カーとの情報交換も重視している.さらに研究所として

も EPR 1 (米国電力研究所)との情報受換や定期的なワ

クーショップの開催などを通じた国際的な活動も行なっ
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表 T 開発モデルの例(経済研究所を中心として)

モデル名(プログラム名)| 手 法 ! 概 要
電研マグロモデル | 計量経済 | 短期経済分析と予測
産業構造モデル I 1/0表計量経済 |産業構造の分析と中長期展望
白扇面場忌It.- 一一寸-諸経済 一一一下国際石油市場構造の分析と中期予測

電灯使用量分布モデル | 分布パラメータ推定 | ガンマ分布推定，段別構成比推定
夏季最大電力モデル | 確率モデル | 順序統計量による最大電力の確率計算
電気事業資金モデル i 回帰分析 i 電力設備投資評価
個別原価配分モデル | 個別原価計算 | 電気料金算定シミュレーシヨン
電気料金比較モデル | 購買力平価推計 | 購買力平価による電気料金の国際比較
限界費用算定モデル l 最適化手法 (LP 最適電源構成モデル，長期・多段モデル

多段料金モデル(電灯 電灯使用量分布 | 多段料金算定シミュレーシヨン
地域産業構造王子了一一 | 回帰分析，最適イ扇面LP)下 9 地域 8 産業多段モデル(長期分析)
電源立地影響モデル ! 計量経済 i 電源立地と地元経済社会への影響評価
原子炉スト評価モデル ! コスト分析 I ~燃料サイクル評価を組み込む予定
発電コスト評価モデル | コスト分析 l 新技術の経済性評価
長期エネルギー経済モデル ( 計量経済 ( エネルギー特掲の 4 部門モテソレ

エネルギー需給最適化モデル | 最適化手法 (LP) エネルギー需給予測

'
ν
 

ノJア

ル
一
モ

デ
一
価

モ
一
評

給
一
術

需
一
技

一
一
一

ギ
一
ギ

'
レ
一

'
u
v

f
F

ノ

ネ
一
ネ

エ
一
エ

積み上げ

多属性効用関数理論
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対話型意思決定・技術評価

ている.

3.2 最近のOR事例

当所のOR活動の事例として最近，開発されたモデル

の主要なものを表に示した.この表からわかるようにO

R手法を幅広く利用しているといえよう.このようなモ

デル開発を支えるために当所のもつ大型コンピュータシ

ステムにはORパッケージが， MPSなどをはじめとし

て豊富に用意してある.さらに最近はパソコンによるモ

デル開発もかなりのものになりつつある.

これら開発モデルについては従来，個別開発，個別利

用的なものが多かった.しかし，最近の複雑化，多様化

の進む課題については，こうした既開発モデルの改良と

ともにそデル相互を連係した総合的な活用の必要性が高

まってきている.

こうした背景をもとに，データベースの整備を図りつ

つ，これらモデルが総合化できるような環境整備のため

に当所では経営経済データベース・分析システムを開発

した.さらに，これを核として最新のニューメディア技

術等を活用した，経営の意思決定を支援するシステム

DEMANDS を現在開発中である. (本誌 9 月号DSS

特集にて紹介)

他には，当所の研究開発計画の基本となる長期エネル

ギ一戦略策定のための全所的なプロジェクト「長期電力

政策課題研究会J が推進されており，このプロジェクト

1985 年 10 月号

の中において，新エネルギー技術評価，電力・エネルギ

ー需給見通し，新しい料金制やロードマネジメントなど，

ORを積極的に活用・応用していくべき内容は数多くあ

り，これら課題については鋭意研究を進めているところ

である.

4. 今後の活動に向けて

社会は，情報化，国際化，高齢化などを背景として大

きく変容している.こうした中，今後のわれわれがとり

くまねばならない課題は，複雑化，多様化しており，視

野の広さや問題の本質を見きわめる能力が求められてい

る.すなわち，将来への対応としてORのはたすべき役

割，あるいはORに期待されるものは大きいように思わ

れる.

これからのわれわれのOR活動としては，従来の技法

や理論にとらわれがちな活動にとどまらず， ORの周辺

の新しし、技術，たとえば知識処理に代表される情報処理

技術などをもとり込みながら，経営の核心に迫りうるモ

デルやシステムづくりへの挑戦も必要である.さらに生

産や流通の現場に真に役立つOR とするため，これまで

以上に自ら問題を求めてORを実践してし、く態度が必要

であり，こうすることによってOR ワーカーの問題解決

集団としての大いなる存在が認識されていくものと考え

ている.
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